
（日本郵政共済組合）

記入日

〒 －

- - - -

口座名義人名カナ

4.土地建物(マンション等含む)の購入(未登記)
5.増築
6.改築(200万円超）

／

7.中古物件の購入(土地が付随していない築25年以上の木造建築)
8.修繕費(50万円超)
9.修繕費(50万円以内)

給与口座に限る
（ゆうちょ銀行）

記　号 番　号 ※送金機能がない場合、送金できません。
ご自身でご確認ください。
※記号番号の間の１桁の数字（再発行番号）は
記入不要です。

1 0

＜住宅区分＞
1.建物の新築
2.建物の購入(定期借地権含む)
3.土地建物(マンション等含む)の購入(登記済)

3
／ ／

■送金先口座等

審
査

1
／ ／

2
／

誓　約　書
　
　日本郵政共済組合　本部長　殿
　
　　私は次の内容について誓約し、署名します。
 
　　１ 貸付けを利用するにあたり、虚偽の事実はありません。
　　２ 貸付規程及び運用(*)を確認しています。
　　３ 貸付規程及び運用(*)に反した場合は例外なく一括弁済します。
　　４ 申込みの注意事項を確認しています。
　　５ 貸付金送金日以後に支払先へ支払います。
　　６ 支払先へ現金、口座振込、口座振替、口座引き落としのいずれかの方法で支払います。
　　７ 支払額が貸付金を下回った場合、一部弁済に応じます。
　　８ 物件の名義変更及び移転登記は貸付金が振り込まれた後に行います。
　　９ 貸付決定後の送金取下げはできない旨承知しています。
　　10 退職時、未弁済金を退職手当で弁済できなかったときは速やかに一括弁済します。
　　11 貸付金送金日前に退職した場合は、共済組合に連絡の上、全額返還します。
　　12 貸付金送金日前後を問わず審査に必要な書類を求められた場合は速やかに提出します。
　　13 貸付金送金日後６か月以内に取得(工事)完了届出書を提出します。
　　14 当該貸付けによって取得した住宅を、共済センター長の事前承認なく名義変更や売買、賃貸借契約はしません。
　　* 日本郵政共済組合組合員貸付規程及び日本郵政共済組合組合員貸付規程の運用についての略称

氏 名
（自署）

共
済

使
用
欄

郵
便

■貸付申込事由　　　↓所有者情報、組合員との続柄、理由、内容等詳細に記入してください。（記入例参照）

団信区分

0 0 0 0
月 □ 第１回 □ 第２回

貸付申込金額
(５万の整数倍、見積額以内)

□ 加入

□ 非加入
社宅加算

□ 加算なし

□ 加算あり
←下表の＜住宅区分＞から選択し、数字を記入してください。

住宅区分
1～9

■申　請　内　容　記　入　欄

■貸付情報 ■貸付申込金額

↓希望する送金年月を記入し、送金回、弁済方法、弁済方式を選び、□にレを付してください。
(送金スケジュールはホームページ参照してください。)

退職手当の額の範囲かつ上限2000万円（社宅加算の場合は上限2200万円）

送金年月 令和 年

円

俸給  コース(職群) 職務の級 号俸

基本給
(俸給支給額)

円

退職予定年月日 令和 年 月
基本給+調整手当+扶養手当

(基準内給与月額)
円

自宅住所

↓優先度の高い順に記入してください。携帯、職場のいずれかに〇してください。　　　↓直近の給与明細書で確認し、記入してください。

日中連絡可能な
電話番号

1 携帯・職場 2 携帯・職場

■組　合　員　情　報

組合員番号（社員番号８桁） 組合員名　　　　　　押印は借用証書と同じものにしてください。↓ 生年月日　↓元号を選択し〇してください。

年 月 日
平成

(フリガナ)

印
昭和

４０１

特 別 住 宅 貸 付 申 込 書 令和 年 月 日



（日本郵政共済組合）

記入日

〒 －

- - - -

４０１

特 別 住 宅 貸 付 申 込 書 令和 Ａ 年 ９ 月 ５ 日

■組　合　員　情　報

組合員番号（社員番号８桁） 組合員名　　　　　　押印は借用証書と同じものにしてください。↓ 生年月日　↓元号を選択し〇してください。

０ １ ２ ３ ４ ５ 年 ４ 月 ８ 日郵政　太郎 平成
６ ７

(フリガナ)　　　　ユウセイ　　　タロウ
印

昭和
Ｂ

基本給+調整手当+扶養手当
(基準内給与月額) ５ ０

円

自宅住所

↓優先度の高い順に記入してください。携帯、職場のいずれかに〇してください。　　　↓直近の給与明細書で確認し、記入してください。

日中連絡可能な
電話番号

1 携帯・職場 ○○○ ○○○ ○○〇 2 携帯・職場 ××× ××× ×××

俸給  コース(職群) 一般 職務の級 ３ 号俸 ５０

基本給
(俸給支給額) ４ ９ ８ ６ ０８ ６ １ ８ ０

円

退職予定年月日 令和 年 〇 月

■申　請　内　容　記　入　欄

■貸付情報 ■貸付申込金額

↓希望する送金年月を記入し、送金回、弁済方法、弁済方式を選び、□にレを付してください。
(送金スケジュールはホームページ参照してください。)

退職手当の額の範囲かつ上限2000万円（社宅加算の場合は上限2200万円）

送金年月 令和 ＊＊ 年 ＊＊
円

団信区分
□ 加入

社宅加算
□ 加算なし

６ ←下表の＜住宅区分＞から選択し、数字を記入してください。

□ 非加入 □ 加算あり

０ ０ 0 0 0 0
月 □ 第１回 □ 第２回

貸付申込金額
(５万の整数倍、見積額以内)

２ ０

＜住宅区分＞
1.建物の新築
2.建物の購入(定期借地権含む)
3.土地建物(マンション等含む)の購入(登記済)

4.土地建物(マンション等含む)の購入(未登記)
5.増築
6.改築(200万円超）

7.中古物件の購入(土地が付随していない築25年以上の木造建築)
8.修繕費(50万円超)
9.修繕費(50万円以内)

■送金先口座等

給与口座に限る
（ゆうちょ銀行）

記　号 番　号 ※送金機能がない場合、送金できません。
ご自身でご確認ください。
※記号番号の間の１桁の数字（再発行番号）は
記入不要です。

１ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ １０ ０＊ ＊ ０ ０

口座名義人名カナ
（姓と名の間は、一字
あけてください。） ユウセイ

審
査

ウ

自身所有の住居をバリアフリーにリフォームするが、資金が不足するため。

■貸付申込事由　　　↓所有者情報、組合員との続柄、理由、内容等詳細に記入してください。（記入例参照）

　タロ

　貸付1-10-2

１２３ ４５６７

○○〇県〇○○市○○○○　１－２－３

〇

住宅区分
1～9

1
／ ／

2
／ ／

誓　約　書
　
　日本郵政共済組合　本部長　殿
　
　　私は次の内容について誓約し、署名します。
 
　　１ 貸付けを利用するにあたり、虚偽の事実はありません。
　　２ 貸付規程及び運用(*)を確認しています。
　　３ 貸付規程及び運用(*)に反した場合は例外なく一括弁済します。
　　４ 申込みの注意事項を確認しています。
　　５ 貸付金送金日以後に支払先へ支払います。
　　６ 支払先へ現金、口座振込、口座振替、口座引き落としのいずれかの方法で支払います。
　　７ 支払額が貸付金を下回った場合、一部弁済に応じます。
　　８ 物件の名義変更及び移転登記は貸付金が振り込まれた後に行います。
　　９ 貸付決定後の送金取下げはできない旨承知しています。
　　10 退職時、未弁済金を退職手当で弁済できなかったときは速やかに一括弁済します。
　　11 貸付金送金日前に退職した場合は、共済組合に連絡の上、全額返還します。
　　12 貸付金送金日前後を問わず審査に必要な書類を求められた場合は速やかに提出します。
　　13 貸付金送金日後６か月以内に取得(工事)完了届出書を提出します。
　　14 当該貸付けによって取得した住宅を、共済センター長の事前承認なく名義変更や売買、賃貸借契約はしません。
　　* 日本郵政共済組合組合員貸付規程及び日本郵政共済組合組合員貸付規程の運用についての略称

氏 名
（自署） 郵政　太郎

共
済

使
用
欄

郵
便

3
／ ／

記 入 例

郵

レ

レ
レ

団信保険は任意加入です。加入する場合はホームページ掲載の申込書を添付してください。

誓約内容を確認し、自署してください。

借用証書の記入日と同じ日付にしてください。



 両面印字不可  

４０１ 

 

借 用 証 書 

 

借 用 金 額 金   ,   ,   円也（アラビア数字、５万円の整数倍） 

貸 付 種 別 ／ 利 率 特別住宅貸付 年 1.84％ 

弁 済 方 法 元金均等 

弁 済 開 始 年 月 令和   年   月（貸付金送金月の翌月） 

 

 

日本郵政共済組合 本部長 殿 

 

上記金額について、日本郵政共済組合組合員貸付規程を承知の上、貸付申込書に記載の私名義の

口座に着金した日に借用します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

記 入 日 
（貸付申込書と同日） 令和   年   月   日 

組合員番号 
（社員番号８桁） 

        

借受人氏名 
※  ※ 自署、押印必須 

※ 貸付申込書と同一印 
印  



 両面印字不可  

４０１ 

 

借 用 証 書 

 

借 用 金 額 金 １０,０００,０００円也（アラビア数字、５万円の整数倍） 

貸 付 種 別 ／ 利 率 特別住宅貸付 年 1.84％ 

弁 済 方 法 元金均等 

弁 済 開 始 年 月 令和 ※ 年 １２月（貸付金送金月の翌月） 

 

 

日本郵政共済組合 本部長 殿 

 

上記金額について、日本郵政共済組合組合員貸付規程を承知の上、貸付申込書に記載の私名義の

口座に着金した日に借用します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記 入 日 
（貸付申込書と同日） 令和 ※ 年  ９月  ５日 

組合員番号 

（社員番号８桁） 
０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

借受人氏名 
※  ※ 自署、押印必須 

※ 貸付申込書と同一印 
郵政 太郎     印  

郵 

記 入 例 

自署 

貸付申込書と

同一印 

社員番号８桁 

貸付申込書の記入日と同日 

貸付金送金月の翌月 

金額を誤って記入し訂正したものは無効です。再作成してください。 

 補足  

１ 訂正について 

金額以外は訂正可能です。 

二重線を引き、「貸付申込書と同一印」を押すか、自署で

フルネームを書いてください。 

 

例） ０１２３４５６７   ０１２３４５６７ 

 

２ 収入印紙について 

貼付は不要です。 

 

 
郵 

郵政太郎 



貸付1-10-4 

住 宅 貸 付 申 立 書 
 

１ 取得予定物件の現在の状況 

 ※所有区分欄は、該当項目を○で囲んでください。 

所 在 地      

所有区分 

土 地 (1)自己名義登記済  (2)その他〔            〕 (3)未登記 

建 物 (1)自己名義登記済  (2)その他〔            〕 (3)未登記 

地  目  土地面積              ㎡ 

建物構造  建物面積              ㎡ 

工事後の延床面積（※増改築・修繕の場合のみ記入）              ㎡ 

 

 

２ 物件取得後の所有名義及び資金計画 

※金額は全て算用数字で１円単位まで記入してください。 

※共同名義人がいる場合、共済組合借入金は持分割合に応じた金額が上限額となります。 

物件取得後の所有名義及び資金計画 ※共同名義人は同居が条件 

 

登記名義人 

組合員本人 共同名義人（続柄） 共同名義人（続柄） 

   

物件取得後の 
持 分 割 合 

①  
 

⑧ 
 

⑭ 
 

取得予定物件

合 計 金 額 

②  

持分割合に 
応じた金額 

③＝①％×② ⑨＝⑧％×② ⑮＝⑭％×② 
 

内 
 

訳 

共済組合 
借 入 金 

④ 
 

⑩ 
 

⑯ 
 

その他の 
借 入 金 

⑤ 
 

⑪ 
 

⑰ 
 

自己資金 

⑥＝③－(④＋⑤) 
 

⑫＝⑨－(⑩＋⑪) 
 

⑱＝⑮－(⑯＋⑰) 
 

資 金 合 計 
⑦＝④＋⑤＋⑥ 
 

⑬＝⑩＋⑪＋⑫ 
 

⑲＝⑯＋⑰＋⑱ 
 

特別 特別 特別 



３ 現在の居住状況 

※同居者名の氏名の前の「□」は、現在同居していないが、住宅取得後に同居する者がいる場合、氏

名を記載し「レ」を記入してください。 

住 所     

建物の所有区分 (1) 自己名義  (2) その他〔             〕 (3)郵政社宅 

同 

 

居 

 

者 

 

名 

氏 名           
被扶養者

の 認 定     
氏 名           

被扶養者

の 認 定     

□  本 人 □  有・無 

□  有・無 □  有・無 

□  有・無 □  有・無 

□  有・無 □  有・無 

 

４ 貸付申込事由 （※現住居の状況、工事内容、購入内容等具体的に記載してください。） 

 
  

 

  

 

５ 自己名義の建物の現況及び処置方法 （※該当事項に○を記入してください。） 

 (1) 現在、自己名義の建物は（ 有 ・ 無 ）です。 

   

                ↓「有」で、建物を購入（又は新築）する場合 

 

(2) 上記自己名義の建物については、次のとおり処置することを申立てます。 
 
＊処置日：令和   年   月   日 

 
＊処置方法及び提出書類（必ず添付してください） 

 
(ｱ)売却（売買契約書） (ｲ)解体（解体証明書） (ｳ)その他               

 

６ 取得（工事）完了届出書の提出 

「取得（工事）完了届出書」は、次の添付書類と併せて、提出期限内に必ず提出します。 

提出できないときは、貸付金を一括弁済します。  

添付書類 ※該当書類の前に○を記入。 提 出 期 限  

 住民票 

送金日の属する月の 

翌月から６か月以内 

 全部事項証明書（ 土地 ・ 建物 ） 

 工事費受領証の写し  

  

 

以 上 

                    年    月    日 

 

日本郵政共済組合本部長 殿 
組合員番号 

   

氏名（自署）                

        



貸付1-10-4 

記入例          住 宅 貸 付 申 立 書 
 

１ 取得予定物件の現在の状況 

 ※所有区分欄は、該当項目を○で囲んでください。 

所 在 地     神奈川県横浜市○○区○○○１－１－１  

所有区分 

土 地 (1)自己名義登記済  (2)その他〔 ××ホーム株式会社  〕 (3)未登記 

建 物 (1)自己名義登記済  (2)その他〔            〕 (3)未登記 

地  目 宅地 土地面積   １００.７５      ㎡ 

建物構造 木造二階建て 建物面積   ８０.２５       ㎡ 

工事後の延床面積  （※増改築・修繕の場合のみ記入）   9０.２５       ㎡ 

 

２ 物件取得後の所有名義及び資金計画 

※金額は全て算用数字で１円単位まで記入してください。 

※共同名義人がいる場合、共済組合借入金は持分割合に応じた金額が上限額となります。 

物件取得後の所有名義及び資金計画 ※共同名義人は同居が条件 

 

登記名義人 

組合員本人 共同名義人（続柄） 共同名義人（続柄） 

郵政 太郎 郵政 一郎（長男） 
 

物件取得後の 
持 分 割 合 

①  
 ５０ 

 

⑧ 
 ５０ 

 

⑭ 
 

取得予定物件 
合 計 金 額 

②  
２５,０００,０００円 

持分割合に 
応じた金額 

③＝①％×② 
 

１２,５００,０００円 

⑨＝⑧％×② 
１２,５００,０００ 

１２,0００,０００円 

⑮＝⑭％×② 
 

内 
 

訳 

共済組合 
借 入 金 

④ 
 

 ７,０００,０００円 

⑩ 
 

０円 

⑯ 
 

その他の 
借 入 金 

⑤ 
 

３,０００,０００円 

⑪ 
 

 ５,０００,０００円 

⑰ 
 

自己資金 

⑥＝③－(④＋⑤) 
 

２,５００,０００円 

⑫＝⑨－(⑩＋⑪) 
 

７,５００,０００円 

⑱＝⑮－(⑯＋⑰) 
 

資 金 合 計 
⑦＝④＋⑤＋⑥ 
 

１２,５００,０００円 

⑬＝⑩＋⑪＋⑫ 
 

 １２,５００,０００円 

⑲＝⑯＋⑰＋⑱ 
 

④から⑥を合計すると、持分割合に

応じた金額③と一致します。 

契約書（見積書）の金

額を１円単位まで転記

してください。 

⑦、⑬及び⑲を合計すると②（取

得予定物件合計金額）と一致しま

す。 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｇ 

｢住宅貸付申立書記入要領｣と併

せてご確認ください。 

 

特別 

Ｈ 

訂正する場合は二重線抹
消後、署名してください。 
(訂正印でも可) 

郵政太郎 



３ 現在の居住状況 

※同居者名の氏名の前の「□」は、現在同居していないが、住宅取得後または工事後に同居する者が

いる場合、氏名を記載し「レ」を記入してください。 

住 所    埼玉県さいたま市○○区○○○２－２－２ 

建物の所有区分 (1) 自己名義  (2) その他〔  厚生 太郎（貸主）  〕 (3)郵政社宅 

同 

 

居 

 

者 

 

名 

氏 名           
被扶養者 

の 認 定 
氏 名           

被扶養者 

の 認 定 

□ 郵政 太郎 本 人 □ 郵政 一郎 有・無 

□ 郵政 花子 有・無 □ 郵政 花江 有・無 

□ 郵政 次郎 有・無 □  有・無 

□ 郵政 良子 有・無 □  有・無 

 

４ 貸付申込事由 （※現住居の状況、工事内容、購入内容等具体的に記載してください。） 

 

現在、借家住まいですが、家族も増え、また、両親との同居を考え、土地付新築一戸建てを購入 

 

 

購入しようと思います。  

 

５ 自己名義の建物の現況及び処置方法 （※該当事項に○を記入） 

 (1) 現在、自己名義の建物は（ 有 ・ 無 ）です。 

 

                 ↓「有」で、建物を購入（又は新築）する場合 

 

(2) 上記自己名義の建物については、次のとおり処置することを申立てます。 
 
＊処置日：令和 1 年 ＊＊ 月 ＊＊ 日 

 
＊処置方法及び提出書類（必ず添付してください） 

 
(ｱ)売却（売買契約書） (ｲ)解体（解体証明書） (ｳ)その他               

 

６ 取得（工事）完了届出書の提出 

「取得（工事）完了届出書」は、次の添付書類と併せて、提出期限内に必ず提出します。 

提出できないときは、貸付金を一括弁済します。  

添付書類 ※該当書類の前に○を記入。 提 出 期 限  

○ 住民票 

送金日の属する月の 

翌月から６か月以内 

○ 全部事項証明書（ 土地 ・ 建物 ） 

○ 工事費受領証の写し  

  

 

以 上 

                  ＊＊ 年 ＊＊ 月 ＊＊ 日 

 

日本郵政共済組合本部長 殿 
組合員番号 

 

氏名（自署）   郵政 太郎          

0 1 2 3 4 5 6 7 

レ 

レ 
共同名義者が、記入され

ていることを確認してく

ださい。 

処置の証明となる提出書類は、必ず提出してく

ださい。万一、申込みと同時に提出できない場

合は、取得(工事)完了届出書と一緒に提出して

ください。その場合は、以下「6 取得(工事)完了

届出書の提出」の添付書類の欄に追記してくだ

さい。 

自分と共同名義者の

建物の場合、 (１ )と
(２ )の両方に○をつ

け､(２)に共同名義者

を記載する。 

≪賃貸物件の場合≫ 貸主名（貸主）と記載。 
≪親族の物件≫     氏名（続柄）と記載。 

社員番号 8 桁 



住宅貸付申立書記入要領 

 

 住宅貸付申立書を作成する際は、本記入要領、概要及び記入例を参照の上、記載漏れや誤りのないよう、正

確に記入してください。 

 

１ 取得予定物件の現在の状況 

(1) 所在地（Ａ） 

  ・以下の区分に従い、記入してください。 

   ○ 新築ないし未登記物件の購入の場合 → 建築確認済証の所在地 

   ○ 登記済み物件の購入の場合 → 全部事項証明書（土地）の所在地 

   ○ 増・改築の場合 → 全部事項証明書（建物）の所在地 

   ○ 50万円を超える修繕の場合 → 固定資産税課税台帳登録証明書または全部事項証明書（建物）の

所在地 

   ○ 50万円以下の修繕の場合 → 工事費見積書等に記載されている物件所在地 

  ・将来的に土地を分筆する予定がある場合は、分筆前の状態の所在地を記入してください。 

  ・土地が複数地籍に及び、全部事項証明書を複数枚添付する場合は、所在地も複数記入してください。 

    例：●●県▲▲市××＊＊＊番地、＊＊＊番地、＊＊＊番地 

 

 (2) 所有区分（Ｂ及びＣ） 

  ・自己名義以外で登記されている場合は、土地及び建物それぞれの全部事項証明書に記載されている所有

者名を記入してください。 

  ・登記名義人が親族である場合は、姓名のほか、続柄も記入してください。 

    例： (2)その他 〔  郵政 太郎（父）  〕 

 

 (3) 地目（Ｄ） 

  ・全部事項証明書の「地目」欄を転記してください。 

  ・地目が「田」又は「畑」等の場合は、宅地転用許可証の写しの提出が必要です。 

 

 (4) 建物構造（Ｅ） 

  ・全部事項証明書の「構造」欄を転記してください。 

  ・未登記物件の場合は、建築確認済証に記載された建物構造および階数を記載して下さい。 

     例：木造３階建て、鉄骨鉄筋造２階建て 等 

 

 (5) 土地面積（Ｆ） 

・以下の区分に従い、記入してください。 

   ○ 新築の場合 → 建築確認済証に記載された敷地面積 

   ○ 建売物件の場合 → 全部事項証明書（土地）に記載された地積 

   ○ マンションの場合 → 売買契約書に記載された地積×敷地権の割合 

     例：売買契約書上の地積が13000.25㎡で、敷地権が 5236/2241760 のとき 
                   5,236 
          13,000.25 ×        ㎡ 
                  2,241,760 

  ・土地が複数地籍に及ぶ時は、すべての地積の合計を記入してください。 

 

 

特別 



 (6) 建物面積（Ｇ） 

  ・以下の区分に従い、記入してください。 

   ○ 新築、未登記物件の購入の場合 → 建築確認済証に記載された床面積の合計 

   ○ 登記済み物件の購入の場合 → 全部事項証明書（建物）に記載された床面積の合計 

  ・階層が複数ある場合は、すべての階層の床面積を合計した面積を記入してください。 

 (8) 工事後の延床面積（Ｈ） 

    増・改築及び修繕を実施する場合に限り、以下の区分に従い、記入してください。 

    ○ 10㎡以上の増築の場合 → 建築確認済証に記載された増築後の床面積 

    ○ 10㎡未満の増築の場合 → 工事請負契約書、見積書等に記載された増築後の床面積 

    ○ 改築・修繕の場合 → 建物面積（Ｇ）と同じ面積 

 

２ 物件取得後の所有名義及び資金計画 

 (1) 登記名義人、物件取得後の持分割合 

  ・登記名義人が組合員本人のみの時は、組合員本人欄に組合員の本人氏名を記入してください。 

  ・登記名義人を複数設定し共同名義とするときは、組合員本人欄のほか、共同名義人の氏名と続柄を記入

してください。 

  ・持分割合は、将来的に登記する予定の割合を記入し、小数点以下第３位で四捨五入し、小数点以下第２

位までの表記としてください。 

   持分割合は合計（①＋⑧＋⑭）が１００となるよう、数値を按分してください。 

   

 (2) 資金計画 

  ・取得予定物件合計金額欄（②）は、提出する見積書等の金額と合致させてください（貸付申込金額では

ありません）。 

  ・持分割合に応じた金額欄（③、⑨、⑮）には、取得予定物件合計金額（②）を各持分割合（①、⑧、

⑭）で乗じた金額を記入してくだい。 

  ・共済組合借入金欄（④）には、今回の貸付申込金額を記入してください。（共済組合借入金は持分割

合に応じた金額（③）が上限額となります。） 

・資金合計欄（⑦、⑬、⑲）の合計が②と合致するように記載してください。 

 

３ 現在の居住状況 

 (1) 住所、建物の所有区分 

  ・ 住所は現在の住所になります。申込書に記載した住所と同じ住所を記入してください。 

 

 (2) 同居者名、被扶養者の認定の有無 

・同居者名の氏名の前の「□」は、現在同居していないが、住宅取得後に同居する者がいる場合、氏名を

記載し「レ」を記入してください。 

  ・共同名義を設定している時は、同居者の中に共同名義人がいることを確認してください。 

  

４ 貸付申込事由 

  貸付申込書の「貸付申込事由」欄に記載した申込事由を記入してください。 

なお、記入にあたっては、現住居の状況、増改築や修繕等の具体的工事内容、物件等の購入内容等を具体

的に記入してください。 

 

 



（例）・現在、借家住まいですが、家族も増え、また両親との同居を考え、土地付き新築１戸建てを購入し

ようと思います。 

   ・現在居住している家が築25年を経過し、老朽化が著しいため、和室及び浴室と関連する水道配管の

修繕と、屋根のリフォームを行います。 

 

５ 自己名義の建物の現況及び処置方法 

 ・現在、自己名義の建物を所有している場合、(1)は「有」に○をし、(2)に記入してください。 

 ・ 単身赴任等やむを得ない場合を除き、２軒目の住宅取得に係る貸付は一般住宅貸付の対象とはなりませ

ん。このため、現在自己名義の建物を所有している場合は、売却、解体等の処置が必要となり、当該処置に

係る証明書が必要です。 

 ・業者に売却の依頼をしていることが分かる媒介契約書を提出した場合は、取得（工事）完了届提出時に、

売買契約書及び所有権移転後の全部事項証明書の提出が必要です。 

 

 

６ 取得（工事）完了届出書の提出 

  以下の区分に従い、該当する提出書類名の前に○印を記入してください。 

   

  区 分 必要な添付書類 

建物のみ購入の場合 
・住民票 

・所有権保存登記後の全部事項証明書（建物） 

土地及び建物を 

購入した場合 

・住民票 

・所有権保存登記後の全部事項証明書（建物） 

・所有権移転登記後の全部事項証明書（土地） 

新築の場合 

・住民票 

・所有権保存登記後の全部事項証明書（建物） 

・工事費受領証の写し（申込時に工事請負契約書の写しを添付した場合は不

要） 

増改築の場合 

・住民票（現在居住中の家であれば不要） 

・所有権保存登記後の全部事項証明書（建物）（増築で工事後の延床面積が 

１０㎡以上増加する場合のみ） 

・工事費受領証の写し 

修繕の場合 
・住民票（現在居住中の家であれば不要） 

・工事費受領証の写し 

 

 

・住民票は組合員名が記載されているもの。世帯全員が記載されている必要はありません。 

ただし、共同名義人がいる場合は、共同名義人名が記載されている必要があります。 

 

以 上 


